
公益信託現況調査の概要

令和元年12月１日現在で設定されていた全ての公益信託（国所管の公益信託（地方支分部局の所管分を含む。）
並びに都道府県知事所管の公益信託及び都道府県教育委員会所管の公益信託）を対象として、同日現在における状
況の調査結果を取りまとめたものである。

公益信託の数は４３５となっており、主な調査結果は以下のとおりである。

収 入

[平成30年度]
運用益 ： 1億6669万円( 2.7%)
寄付金等収入： 7億2543万円(11.8%)
追加信託 ：13億7709万円(22.4%)
その他の収入：38億6556万円(63.0%)

〈合計〉61億3477万円
〈平均〉 1414万円

委 託 者

①個 人：228(52.4%)
②任意団体： 73(16.8%)
③営利法人： 65(14.9%)

その他： 69(15.9%)

主務官庁(所管官庁)

国 ：132(30.3%)
都道府県：303(69.7%)

都道府県知事：104
共管： 4

都道府県教委：203

(注)授益行為支出の[これまでの累計]は、令和元年12月１日現在で設定されている公益信託について、それぞれの
設定当初から平成30年度までの累計。令和元年12月１日時点で終了している公益信託の分は含まない。

信 託 目 的

受 託 者

①信託銀行等：396(91.0%)
②地方銀行等： 29( 6.7%)
③共同募金会： 6( 1.4%)

その他： 4( 0.9%)

信 託 財 産

[平成30年度末現在]
〈合計〉589億7564万円
〈平均〉 1億3589万円

①奨学金支給 ：153(31.5%)
②自然科学研究助成 ： 66(13.6%)
③教育振興 ： 60(12.4%)
その他(社会福祉等)：206(42.5%)

〈合計〉485

支 出

[平成30年度]
〈合計〉61億3477万円
〈平均〉 1414万円

(注)｢その他の収入｣には、信託財産の元本の取崩
しによる収入も含む。

授益行為支出

[平成30年度] 
29億2468万円／ 6320件

（１件当たり平均：46.3万円）

[これまでの累計]
623億8762万円／14万3642件
（１件当たり平均：43.4万円）
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助言・勧告
監督

信託行為(契約･遺言)
金銭の信託

引受けの許可
監督

（参考）公益信託制度の概要

信託行為（委託者が信託契約を締結又は
委託者の遺言）により、信託の法律関係を
つくり、受託者が主務官庁の許可を受ける
ことによって効力を生じる。

公益信託は主務官庁の監督に属し、受託
者は信託行為の定めるところに従って、自
己の名で信託財産を管理又は処分して公益
事業（授益行為）を行う。

信託管理人は、不特定多数の受益者のい
わば代表者として、受託者の職務のうち重
要な事項について承認を与える。

運営委員会は、公益目的の円滑な遂行の
ため、受託者の諮問により、助成先の推薦
及び公益信託の事業の遂行について助言・
勧告等を行う（※法律上の制度ではない）。

公益信託とは、委託者が、一定の公益目的のため、受託者に対してその財産を移転し、受託者をしてその公益目
的に従ってその財産を管理又は処分させ、もってその公益目的を実現しようとする制度である。

※ 公益信託ニ関スル法律（大正11年法律第62号）第１条で、公益信託は、信託法（平成18年法律第108号）第258
条に規定する受益者の定めのない信託のうち、①学術、技芸、慈善、祭祀、宗教その他公益を目的とするもので
②主務官庁による許可を受けたものをいうとされている。

※ 公益信託ニ関スル法律、信託法の所管は法務省
になる｡
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